
社会福祉法人たちばな会では、平成 21 年から障害福祉分野で直接支援に従事する職員に

対し賃金改善に充てることを目的に「福祉・介護職員処遇改善加算」（平成 23 年までは助

成金）を取得しています。介護保険分野では平成 25 年から取得しています。また、労働環

境の整備にも積極的に取り組んできました。 

令和元年 10 月からは障害福祉分野で「福祉・介護職員等特定処遇改善加算」を取得し、

経験・技能のある障害福祉人材を中心に一定程度の他の職種にも対象範囲を拡大し、更なる

賃金改善を行っています。 

また、令和 4 年 10 月からは「福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算」もあわせて取

得し、その他の職員へも幅広く賃金改善を拡充しています。 

令和 6 年からは各処遇改善加算が一本化され、直接支援にあたる職員の処遇改善に重点

を置きながら幅広く賃金の改善に取り組んでいます。 

今回、加算の取得要件の一つである見える化要件について、事業所の取り組みを公表しま

す。 

 

※ この取り組みは令和 6 年度から適用します。 

 


